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新型コロナウイルス感染症対策に関する緊急要望書 

令和２年４月17日 

中国に端を発する新型コロナウイルスの感染が拡大し、政府は4月7日に東京、大

阪など７都府県に対し緊急事態宣言を発令した。 

首都圏に隣接する本県においても、感染者数は増加し続けるとともに、医療、経済

産業をはじめ各分野において甚大な影響が顕在化してきている。 

また、学校休業措置により、子どもたちの学業面、生活面での負の影響が懸念され

ている。 

知事は４月10日に外出自粛要請を発出したが、新型コロナウイルスの感染拡大は、

まさに未曽有の大災害であり、「オールとちぎ」でこの難局に取り組むとともに、今ま

で以上に行政の取り組みに厳しい目が向けられるようになってきている中、昨日政府

が全国に向け緊急事態宣言を発令し、感染防止対策への知事の権限と責任が強まった

ところである。 

今こそ本県としても知事の強い決意と行動をもって、県民の命を守り主体性とスピ

ード感のある対応を講じていくことが求められることから、以下の項目について要望

するものである。 

 

 

１． 医療提供体制等の整備について 

 

①国の基準から算出される感染ピーク時における推計値に基づき（重症患者数：115名 

入院患者数：3,410 名 診察必要患者数：6,581 名）、必要な病床を確保し医療体制の

整備に努めること。また、重症患者をはじめとする感染者の治療に必要となる人工呼

吸器、エクモ（人工肺）等の医療機器について、必要数を算出し、計画的に確保して

いくこと。加えて、これらについて適宜、整備状況を議会に報告するとともに、県民

に公表すること。 

 

※推計値に基づく各ステージの患者数に対して目標とする数字を定め、公表。これ

に対する現在の達成状況も公表。県民の現状認識と不安解消につなげるべきであると

考えます。最悪の事態も想定した準備が必要です。 

 

②入院協力医療機関の確保のため、医療関係者との意見交換の場を設けるとともに、

具体的な条件、支援策等を示し、知事を先頭に強力に協力要請を行うこと。 

 

③第2種感染症指定医療機関、協力医療機関の風評被害等による経営悪化に対する支

援策や、感染症対策に従事する医師、看護師をはじめとする医療スタッフに対する支

援策を具体的に示し、実行していくこと。 

 

※命がけで治療に当たってくださっている医療関係者、病院への支援は不可欠です。 

 

④医療従事者による院内感染や医療崩壊に陥らないためにも、マスク・消毒液・防護

服や医師、看護師、医療専門スタッフ等の医療資源の確保対策に万全を期す  こと。
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帰国者・接触者相談センターの電話受付業務等の人員の確保に当たっては、経験のあ

る県職員ＯＢの活用も検討すること。 

  

※今後に備え、県としてこの感染症に迅速に対応するためのいわゆる予備費も必要

になると考えます。 

 

⑤公立施設の活用に加え、民間宿泊施設の活用については、想定される課題を解消す

るために、早期に関係事業者に要請を行い、準備を急ぐこと。 

   

※県の要請に対し既にエントリーしてくれた宿泊事業者さんがいらっしゃいます。 

 

⑥生活支援臨時給付金（仮称）の申請受付等業務を担うと考えられる市町への県の支

援について、早期に検討すること。 

 

⑦豪雨・地震等の自然災害発生に備え、感染症対策を徹底した避難施設の確保・運営

について、市町と連携強化を図ること。 

 

⑧感染や抗体の有無をより明確に判断できるよう、PCR 検査を速やかに受けることが

できる体制の充実に積極的に取り組むとともに、抗体検査の確立を国に要望すること。 

 

 

 

 

２． 県内経済産業分野への支援について 

 

①政府系金融機関の制度融資、県の制度融資による金融支援がそれぞれ実施されてい

るが、制度の複雑さ、書類の煩雑さ、相談窓口の混雑等の課題が顕著になっている。

これらを整理し事業者に分かりやすく伝えながら、事業者の資金繰りについて、最大

限の支援を行うこと。また、各申請手続きの簡素化・簡略化を図ること。 

 

②政府系金融機関、民間金融機関並びに栃木県信用保証協会に対し、条件変更、追加

融資等、事業者への資金繰り支援について強く要請するとともに、金融機関自体の経

営悪化を招かぬよう、金融機関への支援を国に要請すること。 

  

※先月、金融機関関係者の会議を開催し、強く要請しました。状況を注視しながら、

引き続いての支援を要請していきます。 

 

③感染収束後、観光関連産業のＶ字回復を実現するため、ＤＣのレガシーを継承した

地域分科会等も活用し、関係団体や事業者の意見・ニーズを把握するとともに、収束

直後からのアクションプランや取り組みについても意識の共有を図ること。 

 

④国の緊急経済対策に基づく収束後の他県の観光分野での力点はＰＲ・情報発信が中

心になると思われる。本県においてはこれらに加え、特にコンテンツの磨き上げ、受

け入れ環境・施設の整備に重点的に取り組むこと。 
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※感染拡大期、そして感染収束後と時期を分けて、それぞれの時期に何を打ち出せ

ばより効果が生み出されるか、アクションプランを作成し推進していきたいと考えて

います。現在は、Wi-Fiや多言語案内板、トイレなどのインフラを強化し、体力をつけ

て、収束後の回復に向けて準備をすることに、県としての強力な支援につなげたい考

えです。 

 

⑤県内の農畜産物にも、花きや牛肉をはじめとして、価格の低下、売上げの減少など、

大きな影響が及んでいるため、収束後の観光キャンペーンに合わせて、本県農畜産物

の消費拡大を図ること。また、観光農園や農産物直売所、道の駅などを含む、平場の

観光地の支援にも積極的に取り組むこと。 

 

 

 

 

３． 学校休業時における子どもたちへの支援について 

 

１） 臨時休業措置の延長あるいは教育活動の再開に関する判断基準について 

 

①県立学校については、これまで県内一律で実施してきたが、今後の対応については、

県内各市町並びに隣接する他県市町村の感染症発生の実態を踏まえ、市町と連携し、

適確な判断を行うこと。 

 

※県内市町によって生活圏が異なります。特に他県と隣接する足利市、新幹線で東

京都との往来が多い小山市などは、より広域的な観点からの独自の判断が必要です。 

 

 

２） 子どもたちの「学びの保障」について 

 

①先の発令後、取り組みを進めている東京都や大阪府等に劣らぬよう、学習保障を十

分に行っていくこと。 

 

②臨時休業期間中の学習保障への取り組みについては、各学校、各教員の判断に任せ

ているが、義務教育はもちろんのこと、高等学校教育においても各校の特色・専門性

を考慮した具体的な取組事例を示すとともに、県域テレビを活用したテレビ授業の実

施やアプリケーションソフトを活用した学習支援システム等の積極的な導入を促進し、

その財政的な支援についても実行すること。 

  

※例えば、国家資格の受験を目指している生徒さん等、学習面での不安を感じてい

ることと思います。他県に劣らぬ「学びの保障」を確保していくことは極めて重要で

あると認識しています。 
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③教育活動の再開時期を複数想定した上で、今年度目標とする学習時間を確保するた

めのモデルケースを作成し、市町教育委員会並びに学校に示していくこと。 

 

※学校現場における対応は、地域、学校、先生によって大きな差があるとの指摘が

あります。学校現場では、役職によるかもしれませんが、感染拡大に最大限の注意を

払いながら各方面からの問い合わせへの対応をはじめ多くの業務があるとのことです。 

学校現場は子どもたちのために、そして教育委員会は学校現場のために、何をする

か、ということを考え、行動していく必要があります。 

 例えば上記③については、臨時休校中の学習分を今年度内に完了するためのスケジ

ュールについて、学校現場の個々の教員ではなく県教育委員会がこれを行うことで、

学校現場では子どもたち中心に対応ができるように支援していく、というイメージで

考えてみました。 

具体的には、「休校措置解除の時期を数パターン想定した上で、土曜日授業・夏休み

の活用・15分単位のモジュール授業等を組み合わせながら、各学年毎にモデルケース

を作成し提案する」といった想定をしてみました。 

 

 

３） 市町教育長会議の開催について 

 

①いくつかの市町の方針転換もあり、現在は県内すべての市町において小・中学校の

休業が開始あるいは延長されている。こうした中、義務教育課程における様々な課題

や取り組み事例を共有し、各教育施策の推進に役立てるとともに、県の積極的な支援

を示すため、早期に市町教育長会議を開催すること。 


